
障害者支援施設（施設入所支援）かえで利用契約書 

 

             （以下、「入居者」といいます。）と社会福祉法人足立邦栄会

（以下、「事業者」といいます。）は、事業者が入居者に対して行う障害者支援施設かえで

について、次のとおり契約します。 

 

第１条（契約の目的） 

  事業者は、入居者に対し、障害者総合支援法令の趣旨にしたがって、施設入所支援サ

ービスを提供し、入居者は、事業者に対し、そのサービスに対する料金を支払います。 

 

第２条（契約期間） 

 １ この契約の契約期間は令和  年  月  日から入居者の介護給付費支給期間満

了日までとし、第１０条の契約の終了事由がない限り、施設入所支援サービスを利用

できます。 

 

第３条（個別支援計画） 

 事業者は、次の各号に定める事項を行います。 

① 事業者は、入居者について、解決すべき課題を把握し、利用者の心身状況、希望

及びその置かれている環境を踏まえて、具体的なサービスの内容等を盛り込んだ  

個別支援計画を本契約締結から１ヶ月以内に作成します。 

② 個別支援計画については６ヶ月に１度、定期的に見直すほか、必要に応じて個別

支援計画の見直しを行います。 

③ 個別支援計画の作成及び変更に際してはその内容を入居者、家族に説明します。 

 

第４条（施設入所支援サービスの内容） 

 １ 事業者は個別支援計画に沿って入居者に対して食事、介護サービス、その他障害者

総合支援法令に定める必要な援助を提供します。また、個別支援計画が作成されるま

での期間も、入居者の希望、状態に応じて、適切なサービスを提供します。 

 ２ 入居者が利用できるサービスの種類は【重要事項説明書】のとおりです。事業者は     

【重要事項説明書】に定めた内容について、入居者及び家族に説明します。 

 ３ 事業者は、サービス提供にあたり、自傷他害の恐れが急迫で、他に取り得る手段が

ない場合を除き、身体拘束を行いません。 

 ４ 【重要事項説明書】に記載されていない入居者の希望するサービスについては、事

業者は入居者及びその家族と協議の上、個別支援計画に盛り込み、提供できるように

努めます。 

 



第５条（介護給付費等支給申請に係る援助） 

 １ 事業者は、入居者が介護給付費支給期間終了に伴う介護給付費支給申請を円滑に行

えるよう、利用者を支援します。 

 ２ 事業者は入居者が希望する場合は、入居者の依頼を受けて、支給申請の手続きを   

利用者に代わって行います。 

 

第６条（サービス提供の記録） 

 １ 事業者は、施設入所支援のサービス提供に関する諸記録を作成し、契約終了後５年

間は保存します。 

 ２ 入居者は、月～金曜日午前１０時から午後５時の間に事務室にて、当該入居者に   

関する第１項の諸記録を閲覧できます。 

 ３ 入居者は、当該入居者に関する第１項の諸記録複写物の交付を受けることができ 

ます。 

 

第７条（利用料金） 

 １ 入居者は、サービスの対価として【契約書別紙】に定める利用単位ごとの料金を  

もとに計算された月ごとの合計額を支払います。 

 ２ 事業者は、当月の利用料金の合計額に明細書を添付して、翌月１０日までに入居者

に通知します。 

 ３ 入居者は、原則として前項の請求のあった料金を、翌月の２０日までに事業者の  

指定する金融機関に自動口座引き落としの方法により支払います。 

 ４ 事業者は、入居者から料金の支払いを受けたときは、利用者に領収書を発行します。 

  

第８条（利用料金の変更） 

１ 事業者は、入居者に対して、介護給付費等給付体系の変更又はサービス体系に変更

があった場合、サービス利用料金の変更をすることができます。 

２ 入居者が、料金の変更を承諾する場合、新たな料金に基づく【契約書別紙】を作成し、 

お互いに取り交わすこととします。 

３ 入居者が料金の変更を承諾しない場合には、この契約を解約することができます。 

 

第９条（相談・苦情対応） 

 １ 事業者は、入居者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、この契約に関する

入居者の要望、苦情等に対し誠実かつ迅速に対応し改善に努めます。なお、苦情の    

申し立てによって、入居者が不利益な対応を受けることはありません。 

 

 ２ 次の事由に該当する場合は、入居者は事業者に対し、改善及び改善結果の報告を   



求めることができます。 

① 事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合 

② 事業者が守秘義務に反した場合 

③ 事業者が入居者や家族などに対して社会的な通年を逸脱する行為を行った場合 

 

第１０条（契約の終了） 

 １ 入居者は、事業者に対して１４日の予告期間をおいて、文書で通知することにより、

この契約を解約することができます。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、第９条第２項に規定する事由に該当した場合は、入居者

は文書で通知することにより直ちにこの契約を解除することができます。 

３ 次の事由に該当した場合、事業者は、入居者に対して、３０日の予告期間をおいて

文書で通知することにより、この契約を解約することができます。 

(1) 入居者が事業者に支払うべきサービスの料金を正当な理由なく１か月以上遅延し、

料金を支払うよう催告したにもかかわらず３０日以内に支払われない場合 

(2) 入居者が病院または診療所に入院し、入院後 3 か月経過しても退院ができないこと

が明らかになった場合 

(3) 入居者が、事業者や職員、または他の利用者に対して、この契約を継続しがたい   

ほどの重大な背信行為を行った場合 

(4) やむを得ない事情により施設を閉鎖又は縮小する場合 

 ４ 入居者の障害者支援施設についての介護給付費の支給決定が取り消された場合、  

もしくは支給決定期間終了に伴い介護給付費請求申請を行った結果、不支給となった

場合、所定の期間の経過をもってこの契約は終了します。ただし、入居者の出身世帯

の転居に伴い支給決定が取り消された後に、引き続き転入先の区市町村で支給決定さ

れた場合は、必要に応じて契約変更で対応できることとします。 

 ５ 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

① 入居者が他の障害者支援施設等に入所した場合 

② 入居者が死亡した場合 

 

第１１条（退所時の援助） 

  １ 事業者は、契約が終了し入居者が退所する際には、入居者及びその家族の希望、

入居者が退所後に置かれることとなる環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な

援助を行います。 

  ２ 事業者は、施設サービスの提供を終了する際には、その旨を当該区市町村に連絡

します。  

 

第１２条（秘密保持） 



 １ 事業者及びその従業者は、サービスを提供する上で知り得た入居者及びその家族に

関する秘密を正当の理由がなく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も

同様です。 

 ２ 事業者は、入居者又はその家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、第三者に  

対し、入居者やその家族の個人情報を提供しません。ただし、入居者の疾病の治療を  

迅速かつ円滑に行うため、情報提供書、看護記録等関係する情報には、入居者の申し

立てがない場合は同意があったものとして関係機関に情報提供を行います。 

 

第１３条（虐待等の禁止） 

事業所及びその従業者は、利用者に対し、以下のような身体的、精神的苦痛を与え、

人格を辱める等を行いません。 

 （1）殴る、蹴る等の暴力行為等で、身体にあざ、痛みを与える行為や、外部との接触を   

意図的、継続的に遮断する行為。 

 （2）食事を提供しない等、利用者自身の身体的・精神的状態を悪化させる行為。 

 （3）脅しや侮辱などの言葉や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によって精神的、情緒的   

苦痛を与える行為。 

 （4）性的な行為またはその強要等の嫌がらせをすること。 

 （5）利用者の合意なしに財産や金銭を使用し、利用者の希望する金銭の使用を理由なく  

制限する行為。 

  

第１４条（損害賠償） 

   事業者、サービスの提供に伴って、事業者の責めに期すべき事由により入居者の  

生命・身体・財産に損害を及ぼした場合には、利用者に対してその損害を賠償します。 

但し、入居者に故意または重大な過失がその入居者の置かれている心身の状況から 

相当と認められたときに限り、過失割合に応じてその損害賠償を減じることができるも

のとします。 

 

第１５条（緊急時の対処) 

事業者は、入居者の健康状態が急変した場合は、医師に連絡を取る等必要な処置を

行うとともにあらかじめ届けられた連絡先に可能な限り速やかに連絡します。 

 

第１６条（本契約に定めのない事項） 

 １ 入居者と事業者は、信義誠実をもってこの契約を履行するものとします。 

 ２ この契約に定めのない事項については、障害者総合支援法令その他諸法令の定める

ところに従い、双方が誠意をもって協議のうえ定めます。 

 



第１７条（裁判管轄） 

  この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、入居者及び事業者は、入居者の住所 

地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることをあらかじめ合意します。 

 

 以上の契約を証するため、本書２通を作成し、入居者、事業者が署名捺印の上、各１通

ずつ所有するものとします。 

 

 

契約締結日   令和   年   月   日 

 

契約者氏名 

 事 業 者  

  事業者名  社会福祉法人  足立邦栄会 

障害者支援施設かえで（事業者番号 1312100017） 

  住  所  東京都足立区皿沼２丁目８番８号   

  代表者名  理事長  新井 五輪子             印 

 

 

 入居者 

  住  所                      

 

  氏  名                      印 

 

 

 代理人 ・ 立会人等   

  住  所                      

 

  氏  名                      印 

 

 

 代理人 ・ 立会人等   

  住  所                      

 

  氏  名                      印 

 

  同意権者記載欄 



【 契 約 書 別 紙 】                         

 

１．利用料金 

（１）介護給付費（施設入所支援サービス費、定員４０人以下） 

① 基本料金（一日あたりの負担額）              単位数×１１.３２ 

 単位数 施設入所支援サービス費 利用者負担額 

区分 ６ ４６３単位 ５，２４１円 ５２４円 

区分 ５ ３９２単位 ４．４３７円 ４４３円 

区分 ４ ３１６単位 ３．５７７円 ３５７円 

区分 ３ ２３９単位 ２．７０５円 ２７０円 

※ 利用者負担額は、日単位で計算した施設入所支援サービス費の１割で、おおむねの額で

す。但し、月額負担上限額については、区市町村長が定めた額となります。 

※ 入院した場合の費用は、すべて自己負担となります。直接病院へお支払いください。 

 

② その他の加算・減算 等 

下記の項目をご利用または対象となると、その分が基本料金に加算されます。 

項 目 単位数 利用者負担額 備考 

重度障害者支援加算（Ⅰ） 

２８単位 ３１円  

人員配置体制加算（Ⅰ）及び常勤看護職員等配置加算（Ⅲ）を算定

している生活介護事業所等であって、重症心身障害者が２人以上利

用しているものとして都道府県知事又は市町村長に届け出た生活

介護等の単位において、生活介護等の提供を行った場合。 

重度障害者支援加算（Ⅱ） 

３６０単位 ４０７円  

生活支援員のうち２０％以上の基礎研修修了者を配置し、区分６か

つ行動関連項目１０点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支

援計画シート等に基づき個別支援を行った場合。 

※１算定開始日から１８０日以内は、＋５００単位／日。  

上記を満たした上で、行動関連項目１８点以上の者に対して、中核

人材養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を

行った場合は、＋１５０単位／日。 

※２算定開始日から１８０日以内は※１に加え＋２００単位／日。 

重度障害者支援加算（Ⅲ） 

１８０単位 ２０３円  

生活支援員のうち２０％以上の基礎研修修了者を配置し、区分４以

上かつ行動関連項目１０点以上の者に対して、実践研修修了者作成

の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場合。 

※３算定開始日から１８０日以内は、＋４００単位／日。上記を満

たした上で、行動関連項目１８点以上の者に対して、中核人材養成

研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場

合は、＋１５０単位／日。 

※４算定開始日から１８０日以内は、※３に加え＋２００単位／日 

通院支援加算 

１７単位 １９円  

障害者支援施設等に入所する者に対し、通院に係る支援を実施した

場合。※１月に２回を限度 

集中的支援加算（Ⅰ） １，０００単位 １，１３２円  



強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合に、広域的支援人

材が障害者支援施設、共同生活援助事業所等を訪問し、集中的な支

援を行った場合。 

※３月以内の期間に限り１月に４回を限度として加算 

集中的支援加算（Ⅱ） 

５００単位 ５６６円  

短期入所事業所、障害者支援施設、共同生活援助事業所又は障害児

入所施設が、集中的な支援が必要な利用者を他の障害福祉サービス

事業所又は障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に対して集

中的な支援を行った場合。 

※３月以内の期間について加算。 

※加算（Ⅱ）を算定する場合は、加算（Ⅰ）も算定可能 

高次脳機能障害者支援体制

加算 

４１単位 ４６円  

高次脳機能障害を有する利用者が全体の利用者数の３０％以上で

あって、高次脳機能障害支援者養成研修を修了した従業者を事業所

に５０対１以上配置した上で、その旨を公表している場合 

障害者支援施設等感染対策

向上加算（Ⅰ） 

１０単位 １１円  

以下の（１）から（３）までのいずれにも適合するものとして都道

府県知事に届け出た場合。 

（１）第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応を行う体制を確保していること。 

（２）協力医療機関等との間で、感染症の発生時の対応を取り決め

るとともに、感染症の発生時に、協力医療機関等と連携し適切に対

応することが可能 であること。 

（３）医科診療報酬点数表の感染対策向上加算又は外来感染対策向

上加算 に係る届出を行った医療機関が行う院内感染対策に関する

研修又は訓練に１年に１回以上参加していること 

障害者支援施設等感染対策

向上加算（Ⅱ） 

５単位 ５円  

医科診療報酬点数表の感染対策向上加算に係る届出を行った医療

機関から３年に１回以上実地指導を受けているものとして都道府

県知事に届け出た場合 

新興感染症等施設療養加算 

２４０単位 ２７１円  

入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に、相談

対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保している指定障害者

支援施設等において、当該入所者に対し、適切な感染対策を行った

上で、指定施設入所支援等を行った場合。 

※１月に５日を限度。※別に厚生労働大臣が定める感染症について

は、今後のパンデミック発生時に必要に応じて指定する 

入所時特別支援加算 

３０単位 ３３円  

利用開始日から３０日間 

入院・外泊時加算（Ⅰ） 

３２０単位 ３６２円  

８日を限度 

入院・外泊時加算（Ⅱ） 

１９１単位 ２１６円  

加算（Ⅰ）に引き続いて８２日を限度 



入院時支援特別加算 

(1) ５６１単位 ６３５円 

入院期間が入院・外泊時加算（Ⅰ）

または（Ⅱ）の算定期間と入院日、

退院日を除き４日未満 

(2) １，１２２単位 １，２７０円 

入院期間が入院・外泊時加算（Ⅰ）

または（Ⅱ）の算定期間と入院日、

退院日を除き４日以上 

 
計画に基づき、入院先に訪問し連絡調整や被服等の準備等を行った

場合※月に１回を限度 

地域移行加算 

５００単位 ５６６円  

①退所前の相談援助と退所先予定の居宅訪問と連絡調整。入所中２

回 

②退所後３０日以内に居宅を訪問し相談援助。退所後１回 

地域移行支援 

体制加算 

区分６ １５単位 １６円 

 
区分５ １３単位 １４円 

区分４ １１単位 １２円 

区分３ ８単位 ９円 

 

前年度に当該障害者支援施設等から退所し、地域生活が６月以上継

続している者が１人以上いる障害者支援施設等であって、利用定員

を減少させたものとして都道府県知事に届け出たものについて、１

年間を限度として１日につき所定単位数に当該利用定員の減少数

を乗じて得た単位数を加算する 

地域移行促進加算（Ⅱ） 

６０単位 ６７円  

入所者に対して、通所サービス又はグループホームの見学や食事体

験等を行うなど、地域生活への移行に向けた支援を実施した場合。 

※１月につき３回を限度 

体験宿泊支援加算 

１２０単位 １３５円  

地域移行に向けた体験宿泊に関する連絡調整・相談業務 

栄養マネジメント加算 

１２単位 １３円  

常勤の管理栄養士による栄養ケア計画の作成、実施 

経口移行加算 
２８単位 ３１円  

経口移行計画の作成、実施 

経口維持加算 
(Ⅰ) ４００単位 ４５２円 

 

(Ⅱ) １００単位 １１３円 

 経口維持計画の作成、実施 

口腔衛生管理体制加算 
３０単位 ３３９円  

歯科衛生士の助言と指導（月１回） 

口腔衛生管理加算 

９０単位 １，０１８円  

歯科衛生士の口腔ケア（月２回）と助言・指導 

療養食加算 
２３単位 ２６円  

療養食の提供 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅰイ） 
総単位数に１８.６％を乗じた単位数を加算 



福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅰロ） 
総単位数に１９.３％を乗じた単位数を加算 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅱイ）（Ⅱロ） 
 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅲ） 
総単位数に１６.５％を乗じた単位数を加算 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅳ） 
総単位数に１４.２％を乗じた単位数を加算 

福祉・介護職員等ベース 

アップ等支援加算 
総単位数に２.８％を乗じた単位数を加算 

虐待防止措置未実施減算 

次の基準を満たしていない場合所定単位数の１％を減算。 

①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果について

従業者に周知徹底を図ること 

②従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること 

③上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと 

身体拘束廃止未実施減算 

次の基準のいずれかを満たしていない場合、所定単位数の１０％を

減算。 

・身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記

録すること 

・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開

催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること 

・身体拘束等の適正化のための指針を整備すること 

・従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること 

業務継続計画未策定減算 

次の基準に適応していない場合、所定単位数の３％を減算。 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの

提供を継続 的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画 (業務継続計画)を策定すること 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

情報公表未報告減算 

次の基準のいずれかを満たしていない場合、所定単位数の１０％を

減算。 

障害者総合支援法第７６条の３の規定に基づく情報公表に係る報

告がされていない場合 

地域移行等意向確認体制未

整備減算 

地域移行等意向確認等に関する指針を作成してない場合又は地域

移行等意向確認担当者を選任していない場合、利用者全員につい

て。所定単位数から５単位／日を減算。（令和８年度より実施） 

  

（２）その他の料金 

サービス項目 サービス内容 金 額 

食 費 

朝食  ３５０円 

昼食・おやつ ６７５円 

夕食 ４７５円 



光熱水費 光熱水費に要する費用 一日   ３２５円 

所持金品管理費用 金銭管理を希望する場合 一ヶ月 ３，３００ 円 

理美容代 希望する場合 ２，０００ 円～ 

※このほか、行事・クラブ活動の際に必要な材料費等、また、利用者の事情により必要

となる日用品や嗜好品等は、実費をいただきます。 

※但し、食費・光熱水費については、所得に応じて補足給付≪基準費用額≫があります。 

※食事を召し上がらなかった分は請求いたしません。ただし、食材を用意している関係

で、急な体調不良や用事でやむを得ずキャンセルとなった場合でも、料金をいただく

ことになります。 

 

 

２，支払方法 

当月分を１ヶ月ごとに精算し、翌月１０日までにご請求します。お支払いは、原則とし

て郵便局の自動引き落としでお願いいたします。 

但し、これによりがたい場合は、ご相談に応じます。 


